
＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

680正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

64665020

0

2020

39

令和３年度決算額（千円）

39

令和３年度決算額（千円）

0

直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

650

160 165

諸補助金 160 165

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円）

680

0940060

0

20

001番号

岐阜市強度行動障害支援者養成補助金交付要綱

0

6462020

0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

事業所の職員に強度行動障がい支援者養成研修を受講させ、その受講料を負担した事業所の設置者等に対して、
一人当たり受講料相当額となる5,500円を補助した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

行動援護、重度訪問介護等市内障害福祉サービス事業所等に対して、強度行動障がい支援者養成講座の受講を促
すことにより、支援者の能力の向上及び受け入れ先の拡充を図るため、事業所に対し、補助事業を行う。

人日（人）

強度行動障がい支援者養成補助金

(1)　基礎研修を受講した場合　職員1人につき5,500円
(2)　実践研修を受講した場合　職員1人につき5,500円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

強度行動障害支援者養成補助事業

障がい福祉課

実施方法 その他補助金

指定障害福祉サービス事業者等

実施期間

強度行動障がいを持つ障がい者に対する支援者の養成を促進するため、研修の受講に要した
費用を補助する

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成30 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 指定障害福祉サービス事業者等

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

160 165

0

収入内訳

計（D）=B+C

840

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

39

840

815

685
令和３年度決算額（千円）

685

0

0
0

815

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

強度行動障がいを有する者に対する適切な支援を行うことができる職
員の育成を図り、もって強度行動障がいを有する者の福祉の増進に資
するという補助制度の目的から、本事業は引き続き実施する。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

市内障害福祉サービス事業所等に対して、強度行動障がい支援者養成講座
の受講を促すことにより、支援者の能力の向上及び受け入れ先の拡充を図る
ことは、強度行動障がいを有する者の福祉の増進に資するものであるため。

岐阜市の障がい福祉行政の向上のため、市内の事業所を対象とした
事業であり、岐阜市が行う事業である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

中
補助金の対象となった研修受講者が、１０名に留まったため、対象とな
る事業所に対して本補助金を周知し、利用を促す。

県内において強度行動障がいの支援を対象とした公的な研修は、本
補助金の対象とした研修しかなく、その受講をうながし、受講者の支援
技術の向上を図るとともに、受講者が他の職員に対して事業所内研修
により研修内容を伝えることが、もっとも効率的な手法である。

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

本補助金は受講料のみに対するものであり、そのほかの費用について
は、事業所が負担している。受講を促すという補助金の趣旨からは適
正と考える。

目標値 60 30 45
実績値 29

成果指標名 研修受講者 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

活動指標名 補助事業所数 単位 個所

令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 指定障害福祉サービス事業者等 指定障害福祉サービス事業者等 指定障害福祉サービス事業者等

受益者数 7 13 4
受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 120,000 62,692 171,250

評価項目

目標値 30 15 15
実績値 7 13 4

30 7

評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

2,040正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

2,9072,92560

0

9090

0

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

2,925

71,230 134,050

建設補助金 71,230 134,050

0

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

2,040

0940060

0

90

002番号

岐阜市社会福祉施設等整備費補助金交付要綱

0

2,9079060

0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

施設整備をする社会福祉法人に対して経費の一部を補助するための手続きの実施。補助対象となる施設
整備の工期延長により、令和４年度に全額繰越。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

社会福祉法人等が行う福祉施設の施設及び設備の整備に要する経費に対し補助する。

人日（人）

（障がい者）社会福祉施設の施設整備費の助成

国庫補助基本額＋（国庫補助基本額-国庫・中核市義務補助額）×1/2を交付の限度とする。

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者支援施設等建設助成

障がい福祉課

実施方法 その他補助金

社会福祉法人等

実施期間

社会福祉施設を整備することで、障がい者の地域移行・一般就労を促すことができる。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成13 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 社会福祉法人等

0

令和３年度決算額（千円）

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

71,230 134,050

収入内訳

計（D）=B+C

73,270

国庫支出金

市債

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

0

25,784

136,975

2,907
令和３年度決算額（千円）

2,907

53,475

0

47,486

83,500

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

47,486

83,500



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

岐阜市社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱に基づき受益者
は施設建設に係る経費を負担している。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

第5期岐阜市障害福祉計画において、今後も障害福祉サービスの利
用者増が見込まれており、施設の建設による定員増を図る必要がある
サービスもあるため本事業は引き続き実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会福祉施設を整備することで、障がい者の地域移行・一般就労移行
を促すことができる。

社会福祉施設等整備費補助金は、社会福祉法人等が実施する社会
福祉施設等の整備に対して、都道府県及び中核市が実施する補助事
業を交付対象としているため。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

国の社会福祉施設等施設整備費補助金を活用することで、市の負担
を縮減することができる。

国庫補助基準額の2/3が国から補助される制度であり、ほかに同様の
補助制度はない。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
当初計画通りの市内の障害福祉サービス事業所の定員が増加し、障
がい者の福祉増進が図られる見込みであったが、対象となる施設整備
の工期延長により令和４年度繰越。

目標値 10 21 30
実績値 10 21 0

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ×（未達成）

成果指標名 障害のある方の通所する事業所及び利用定員の増加 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 1 3 1
実績値 1 3 0

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 25,784,000 17,825,000

活動指標名 障害福祉サービス事業所の整備 単位 事業所

受益者負担額（千円） 58,350 89,382 0
受益者負担率（％） 79.6% 65.3% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 社会福祉法人等 社会福祉法人等 社会福祉法人等
受益者数 1 3 0



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

2,679

3,057

5,255

3,115
令和３年度決算額（千円）

5,192

650

0
0

3,098

2,077
0

1,433

2,157

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

2,083

1,472
685

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

669

2,602 2,742

0

収入内訳

計（D）=B+C

5,140

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者虐待防止

障がい福祉課

実施方法 その他補助金

虐待を受ける障がい者

実施期間

市民への啓発により虐待の早期発見につとめ、虐待を受けた障がい者及び養護者に対する支
援に関する施策を推進し、もって障がい者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成24 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容） 「障害者虐待防止センター」として相談窓口に専門の嘱託員を配置し、随時相談に応じた。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

「障害者虐待防止センター」としての機能を果たすため、相談窓口に専門の嘱託員を配置し、随時相談に応じるととも
に、必要に応じ立ち入り調査を行うなど、幅広い対応に努める。関係団体との連携を強化し、虐待と認定されたときに
迅速に対応できるよう総合支援協議会において虐待防止ネットワーク会議を開催し体制を整える。

人日（人）

虐待相談

相談希望回数

0940060

00 0

244

0

003番号

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に
関する法律

244 2,513

2,513244244

2442,513

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

2,619

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

2,513

2,602 2,742

報酬、共済費 2,573 2,625

2,679

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

2,538

令和３年度決算額（千円）

1,408

0

0正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

0

244

00

2,538

00

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 相談通報件数 相談通報件数 相談通報件数
受益者数 16 15 31

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 191,038 206,547 100,490

活動指標名 相談延件数 単位 件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 200 200 200
実績値 81 147 218

成果指標名 虐待認定件数 単位 件
令和元年度 令和2年度 令和3年度

3 4

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

相談通報は誰からも無料で受け付けており、匿名であったり緊急性の
ある通報については24時間受け付けており、公平性の観点では適正
である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障害者計画に基づき、今後も着実に実施していくことが必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障害者虐待防止法の目的のとおり、障がい者に対する虐待が障がい者の尊
厳を害するものであり、障がい者の自立及び社会参加にとって障がい者虐待
を防止することは極めて重要である。

障害者虐待防止法により、障がい者虐待に係る通報先は市町村と定
義されている。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

障害者総合支援法に定める地域生活支援促進事業の国庫補助金及
び県補助金を活用することにより、費用軽減を図っている。

秘匿性かつ権限行使が求められる業務であることから、広域化や民間
活用は適さない。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

市障害者虐待防止センターを周知することで、通報相談先が明確とな
り、市民や事業者等からの連絡が入りやすくなり、また関係機関との連
携体制を構築し、支援に繋ぎやすくすることができる効果が期待でき
る。

目標値 2 2 2
実績値 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

204

0

8,840正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

70
令和２年度決算額（千円）

委託料

報償費

0

0

8,398

0

8,450260

0

260260

0

62

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

8,450

1,174 1,276

印刷製本費

0

550 879

00

407

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

8,840

0940060

00 0

260

0

004番号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

0 0

8,398260260

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容） 障がい者理解啓発イベント開催、広報活動広報活動

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

障がい種別ごとにその特性や支援方法等についてまとめたパンフレットの活用や、岐阜市発の「白杖ＳＯＳシグナル」のシンボル
マークを含む「障がい者マーク」の正しい理解や障がい者に対する配慮を広く促すため、公共施設等にポスターを掲載する。また、
障がい者週間等にあわせ、障がいや障がい者に対する理解を広く促すための講演会や交流イベントを開催する。

人日（人）

障がいや障がいのある人への理解

障がい者理解啓発イベント開催、広報活動

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障がい者理解啓発推進事業

障がい福祉課

実施方法 -

障がいのある人ない人をはじめとして、全市民、広報活動（随時）

実施期間

障害者権利条約（H26.1批准）や障害者差別解消法（H28.4施行）の趣旨を踏まえ、障がい者に対する差別の解消を
全市的に推進し、第4次岐阜市障害者計画（H30.3策定）の基本理念「誰もが自立してともに暮らすまち」の実現を図る
ため、障がいや障がい者に対する理解の一層の啓発に取り組む。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成28 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

102

1,174 1,276

0

収入内訳

計（D）=B+C

10,014

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

407

9,474

9,726

8,499
令和３年度決算額（千円）

8,805

179

0
0

8,769

306
0

361

957

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

540

638
319



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である市が実
施することにより、普及効果が期待できる。
また、今後は地域や企業においても積極的に取り組んでいくべき課題である
ため、行政の担う役割は大きいものである。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障がいに対する理解啓発活動は、地道な積み重ねを継続して実施することで
効果が徐々にもたらされるものであり、障がいや障がいのある人への理解を深
め、障がいのあるなしにかかわらずお互いを尊重し合う環境づくりのため、引き
続き実施する必要がある。
新たに、岐阜県や関係団体等と連携したイベントを開催するなど参加者の増
加を図る。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障がい者に対する理解啓発活動は、わが国が目指す、障がいのある人の自立
や社会参加の促進及び障がいのある人とない人との共生社会の実現すること
と合致している。

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である市が実
施することにより、普及効果が期待できる。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

障がいに対する理解啓発活動は、地道な積み重ねを継続して実施することで
効果が徐々にもたらされるものであり、直ちに啓発効果が得られるものではな
いものの、「白杖ＳＯＳシグナル運動」においては、全国へ着実に広がりを見せ
ている。

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である市が実
施することにより、普及効果が期待できる。また、障がい者団体や教育関係機
関（大学）等との連携を図りイベントを開催している。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

障がい者に対する理解啓発活動は、わが国が目指す、障がいのある人の自立
や社会参加の促進及び障がいのある人とない人との共生社会の実現すること
と合致している。
（参考）
・差別や偏見を感じる障がい者の割合
平成25年度：32.7％→平成28年度：25.0％

目標値 500 500 500
実績値 820 1,000 1,000

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 障がい者理解啓発イベントの参加人数 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 3 3 3
実績値 3 2 2

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 23 22 21

活動指標名 障がい者理解啓発イベントの開催 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 障がいのある人及び社会全般 障がいのある人及び社会全般 障がいのある人及び社会全般

受益者数 408,109 406,407 402,965



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

8,840正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

0
令和２年度決算額（千円）

印刷製本費

委託料

0

0

8,398

0

8,450260

0

260260

119

0

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

8,450

155 0

報償費

0

36 0

00

0

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

8,840

0940060

00 0

260

0

005番号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

0 0

8,398260260

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容） 配慮の好事例集の配布を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

地域、企業、学校等において障がいのある人ない人がともに活動する際に、障がい者への配慮等の好事例を収集し、
配慮の好事例集を作成・公表するとともに、必要な配慮等について助言等を行うアドバイザーを派遣し、配慮の好事
例の創出を図る。

人日（人）

障がいのある人への配慮の促進

配慮の好事例の収集、インクルーシブアドバイザーの派遣

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障がい者配慮促進事業

障がい福祉課

実施方法 -

地域、企業、学校等において障がいのある人ない人がともに活動する

実施期間

障害者権利条約（H26.1批准）や障害者差別解消法（H28.4施行）の趣旨を踏まえ、障がい者に対する差別の解消を
全市的に推進し、第4次岐阜市障害者計画（H30.3策定）の基本理念「誰もが自立してともに暮らすまち」の実現を図る
ため、障がい者に対する配慮や支援の一層の促進に取り組む。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成30 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

155 0

収入内訳

計（D）=B+C

8,995

国庫支出金

市債

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

0

8,923

8,450

8,398
令和３年度決算額（千円）

8,398

24

8,450

0

48

0

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

72

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である
市が実施することにより、普及効果が期待できる。
また、今後は地域や企業においても積極的に取り組んでいくべき課題
であるため、行政の担う役割は大きいものである。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障がいに対する理解啓発・配慮促進活動は、地道な積み重ねを継続
して実施することで効果が徐々にもたらされるものであり、障がいや障
がいのある人への理解を深め、障がいのあるなしにかかわらずお互い
を尊重し合う環境づくりのため、引き続き実施する必要がある。
配慮の好事例を積み上げ発信していくことにより、障がい者に対する
配慮や支援の一層の促進に繋がる。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障がい者に対する理解啓発・配慮促進活動は、わが国が目指す、障
がいのある人の自立や社会参加の促進及び障がいのある人とない人
との共生社会の実現することと合致している。

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である
市が実施することにより、普及効果が期待できる。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

障がいに対する理解啓発・配慮促進活動は、地道な積み重ねを継続
して実施することで効果が徐々にもたらされるものであり、直ちに啓発
効果が得られるものではないものの、配慮の好事例を積み上げ、公表
することで着実に社会に浸透するものである。

国や県も実施すべきことであるが、住民により身近な基礎自治体である
市が実施することにより、普及効果が期待できるうえ、地域や企業、学
校などへ啓発効果が広がることにより配慮が一層促進されることとな
る。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

障がい者に対する理解啓発・配慮促進活動は、わが国が目指す、障
がいのある人の自立や社会参加の促進及び障がいのある人とない人
との共生社会の実現することと合致している。
（参考）
・差別や偏見を感じる障がい者の割合 H25：32.7％→H28：25.0％

目標値 1 1 1
実績値 1 1 0

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ×（未達成）

成果指標名 配慮事例の公表 単位 回
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 1 1 1
実績値 1 1 0

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 22 21 21

活動指標名 配慮事例の収集 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 障がいのある人及び社会全般 障がいのある人及び社会全般 障がいのある人及び社会全般

受益者数 408,109 406,407 402,965



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

607

1,022

997

995
令和３年度決算額（千円）

995

0

0
0

997

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

614 607

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,022

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

外国人等心身障害者福祉金

障がい福祉課

実施方法 -

重度障がい者で障害基礎年金を受けていない1年以上在住の外国人

実施期間

無年金となっている在日外国人の障がい者に対して国民年金等により救済されるまでの間、市独自の暫定措置として
支給することによって、生活の安全に資する。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成6 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容）

重度障がい者で障害基礎年金を受けていない1年以上在住の外国人に対し、月2万円の福祉金を支給した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

国民年金制度の改正が行われた昭和57年1年1日前に20歳に達していた外国人等で障害基礎年金を受け取ることの
できない重度障がい者に対し、月2万円の福祉金を支給する。

人日（人）

福祉金

月2万円

0940060

00 0

12

0

006番号

岐阜市外国人等心身障害者福祉金支給要綱

0 0

3881212

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

607

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

390

614 607

福祉金 614 607

607

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

408

令和３年度決算額（千円）

0

0

408正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

388

0

39012

0

1212

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者
重度障がい者で障害基礎年金を受けていない1年以上在住

の外国人

重度障がい者で障害基礎年金を受けていない1年以上在住の

外国人

重度障がい者で障害基礎年金を受けていない1年以上在住

の外国人

受益者数 3 3 3

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 340,667 332,333 331,533

活動指標名 支給件数 単位 件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 36 36 36
実績値 36 36 36

成果指標名 無年金在日外国人障がい者の経済的な救済 単位 件
令和元年度 令和2年度 令和3年度

36 36

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
無年金在日外国人障がい者の経済的な救済に対して、この助成制度
は一定の役割を果たしていると考えられる。

目標値 36 36 36
実績値 36



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

2,912

1,901

702

3,300
令和３年度決算額（千円）

3,300

0

0
0

702

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

1,493 312

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,901

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

重度身体障害者住宅改善助成

障がい福祉課

実施方法 -

身体障害者手帳1,2級に該当する下肢、体幹、視覚障がい者他

実施期間

下肢、体幹、視覚障がいのある人及び車いすの給付を受けている内部障がい者の日常生活を容易にし、
介護にあたる家族の負担を軽減する。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和49 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容） バリアフリー工事を行った在宅障がい者に対し、70万円を限度として助成を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

本市に1年以上住所を有し、かつ当該世帯の生活中心者の前年所得課税額が70,000円以下の世帯で身体障害者手1級又は2級に
該当する下肢、体幹、視覚障がい者及び車いすの給付を受けている内部障がい者に対し、バリアフリー工事を行った場合助成する
もの。助成限度額は70万円で、生計中心者の前年所得税額に応じた助成率を乗じて得た額を助成する。

人日（人）

住宅改善助成

助成限度額70万円（所得制限あり）

0940060

00 0

12

0

007番号

岐阜市高齢者・重度身体障害者住宅改善促進助成要綱

0 0

3881212

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

2,912

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

390

1,493 312

助成金 1,493 312

2,912

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

408

令和３年度決算額（千円）

0

0

408正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

388

0

39012

0

1212

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 身体障害者手帳1,2級に該当する下肢、体幹、視覚障がい者 身体障害者手帳1,2級に該当する下肢、体幹、視覚障がい者 身体障害者手帳1,2級に該当する下肢、体幹、視覚障がい者

受益者数 3 2 7

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 633,667 351,000 471,371

活動指標名 助成件数 単位 件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 7 7 7
実績値 3 2 7

成果指標名 バリアフリーのために必要な工事経費の軽減 単位 回
令和元年度 令和2年度 令和3年度

2 7

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
申請件数が一定数あり、この助成制度は一定の役割を果たしていると
考えられる。

目標値 7 7 7
実績値 3



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

1,685

3,405

3,196

3,300
令和３年度決算額（千円）

3,300

0

0
0

3,196

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

1,705 1,571

0

収入内訳

計（D）=B+C

3,405

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

訪問給食サービス

障がい福祉課

実施方法 -

在宅で生活する障がい者

実施期間

食生活の改善、社会的な孤立感や孤独感の解消、健康状態等安否の確認をすることにより住み慣れた地域での生活
の継続を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成10 年度年度～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 配食サービス事業者

令和３年度
（実施内容） 在宅で生活する障がい者に対し、食事を提供し、安否確認を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

民間業者に委託し、利用者の自宅に昼食・夕食を配達し安否の確認を行う。対象者は、本市に住所を有する障がい者で視覚障が
い、肢体不自由、心臓、腎臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸若しくは小腸若しくは免疫の機能の障がいの1,2級に該当す
る単身世帯及びこれらの障がい者と前記障がい3級までの2人世帯、療育手帳所持者であって、単身世帯。

人日（人）

訪問給食

昼、夜（365日）

0940060

00 0

50

0

008番号

岐阜市障害者訪問給食サービス事業実施要綱

0 0

1,6155050

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

1,685

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,625

1,705 1,571

委託料 1,705 1,571

1,685

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

1,700

令和３年度決算額（千円）

0

0

1,700正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

1,615

0

1,62550

0

5050

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 在宅で生活する障がい者 在宅で生活する障がい者 在宅で生活する障がい者
受益者数 24 20 19

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 141,875 159,800 173,684

活動指標名 助成件数 単位 件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 12,059 12,059 12,059
実績値 5,014 4,404 4,131

成果指標名 在宅で生活する障がい者の安否の確認 単位 回
令和元年度 令和2年度 令和3年度

4,404 4,131

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
利用者や関係者から好評を得ており、この助成制度は一定の役割を
果たしていると考えられる。

目標値 12,059 12,059 12,059
実績値 5,014



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

11,954

15,393

12,822

12,631
令和３年度決算額（千円）

12,631

0

0
0

12,822

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

14,703 12,144

0

収入内訳

計（D）=B+C

15,393

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者タクシー料金助成

障がい福祉課

実施方法 その他補助金

外出困難な重度障がい児者（児）

実施期間

重度の障がい者の社会参加、外出機会の確保。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和53 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容）

外出困難な重度障がい者（児）に対し、月4枚、年間48枚（1枚550円）のタクシーチケットの助成を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

タクシーチケット月4枚、年間48枚（1枚550円）を交付することによりタクシー料金を助成する。対象者は、身体障害者手帳、視覚、下
肢、体幹、脳原生運動機能障害1,2級。内部障害1級又は療育手帳Ａ1の方（自動車税及び軽自動車税の減免措置を受けている者
を除く）。

人日（人）

タクシー料金の一部助成

年48枚（額面1枚550円）のタクシーチケット

0940060

00 0

55

0

009番号

岐阜市重度障害者（児）タクシー利用料助成要綱

50 515

6775555

50515

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

11,954

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

678

14,703 12,144

タクシー料金助成 14,488 12,144

342363

11,954

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

690

令和３年度決算額（千円）

0

0

170正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

チケット印刷代

0

162

50

1635

520

55

215

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 外出困難な重度障がい者（児） 外出困難な重度障がい者（児） 外出困難な重度障がい者（児）

受益者数 1,307 1,123 1,208

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 11,777 11,417 10,456

活動指標名 利用者数 単位 枚

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 29,240 29,240 29,240
実績値 26,366 20,162 21,510

成果指標名 社会参加、外出機会にかかるタクシー料金の軽減 単位 回
令和元年度 令和2年度 令和3年度

20,162 21,510

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
申請件数が安定しており、また各障がい者団体から好評を得ているこ
とから、この助成制度は一定の役割を果たしていると考えられる

目標値 29,240 29,240 29,240
実績値 26,366



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

118

63

39

112
令和３年度決算額（千円）

150

0

0
0

36

38
38

0

3

令和元年度決算額（千円）

3

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

45

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

74 6

0

収入内訳

計（D）=B+C

108

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

利用者負担軽減対策事業

障がい福祉課

実施方法 -

重症心身障がい児の保護者及び重症心身障がい者

実施期間

重症心身障がい児（者）が、短期入所サービスを医療機関において利用する場合と福祉施設において利用する場合
とで利用者負担に格差が生じる。安心して医療機関での短期入所を利用できるよう利用者負担の格差是正を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成19 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容） 合計79,587円を支給した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

障害福祉サービスの短期入所を医療機関で受けた場合に、利用者の申請により、福祉施設において利用した場合の
利用者負担の差額を返金する。

人日（人）

短期入所を医療機関において利用する場合と福祉施設において利用する場合の利用者負担の差額

毎月の利用者負担額の差額

0940060

0

1

010番号

岐阜市重症心身障害児（者）短期入所事業等利用者負
担軽減に係る費用支給事業要綱

0

3211

0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

80

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

33

74 6

扶助費 29 3

383

118

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

34

令和３年度決算額（千円）

0

45

34正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

利用者負担額

0

32331

0

11

45

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 45 3 38
受益者負担率（％） 41.7% 7.8% 25.3%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者
医療機関の短期入所を利用して、負担軽減申請を出した重

症心身障害児の保護者または重症心身障害者

医療機関の短期入所を利用して、負担軽減申請を出した重症

心身障害児の保護者または重症心身障害者

医療機関の短期入所を利用して、負担軽減申請を出した重

症心身障害児の保護者または重症心身障害者

受益者数 6 1 5

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 10,500 35,500 22,460

活動指標名 利用者負担軽減の申請者 単位 人

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 25 25 25
実績値 6 1 5

成果指標名 利用者負担軽減の決定者 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 5

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

利用者負担を軽減することで、障がいの度合いにかかわらず公平に施
設を利用できる安心を担保している。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障がい者の費用負担軽減を図り、現状維持。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

該当者は重症心身障がい者（児）で、日常生活上多くの支援を要するため介
護者の負担も大きく、医療的ケアが受けられる施設を利用する際の経済的な
負担軽減を図ることは、社会的な理解が得られる。

地域の実情に応じ、市町村が実施する地域生活支援事業の任意事業
である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

多くはないものの該当者はおり、期待される効果を発揮している。

公的扶助の負担軽減策であり、民間では実施できない。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
該当者は毎年おり、将来においても継続的に支援していく必要がある
と見込む。

目標値 25 25 25
実績値 6



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

340正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

323

0

32510

0

1010

3,321

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

325

3,316 3,295

報償費 3,303 3,295

3,327

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

340

0940060

00 0

10

0

011番号

身体障害者福祉法第12条の3、知的障害者福祉法第15条の2、
岐阜市身体障害者及び知的障害者相談員設置要綱

0 0

3231010

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

身体障がい者及び地域で暮らす知的障がい者（児）と保護者の、地域での安心で自立した生活を促進するため、各種相談・支援等
を行う。委嘱した相談員への情報提供及び資質の向上を図るため研修会を各2回開催。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

人格識見が高く、社会的信望があり、身体及び知的障がい者の福祉増進に熱意を有し、奉仕的に活動ができ、かつ、その地域の事
情を精通している者で、原則として身体障がい者及び知的障がい者保護者のうちから岐阜市身体障害者福祉協会、岐阜地区知的
障がい者育成会及び岐阜県自閉症協会岐阜市ブロックの推薦を受けた者を相談員として委嘱する。各年2回の研修会を開催して
いる。

人日（人）

身体障害者相談員及び知的障害者相談員による相談・助言
在宅福祉サービスの利用援助、介護相談、情報の提供等

身体障害者相談員（70名以内）、知的障害者相談員（25名以内）の設置

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者相談員事業

障がい福祉課

実施方法 -

身体障がい者、知的障がい者及びその保護者

実施期間

家庭における療育・生活等に関する相談、障害福祉サービス利用、就学、就職等に関する関係機関との連携、地域活動の推進・援
護思想の普及を図る。また、社会（地域）参加、及び自立した生活のために相談を受け、在宅知的障がい者（児）の円滑な地域での
生活を支援することを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和48 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

3,316 3,295

0

収入内訳

計（D）=B+C

3,656

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

3,327

3,656

3,620

3,650
令和３年度決算額（千円）

3,650

0

0
0

3,620

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

障がい者相談員は守秘義務が課せられており、無料で受けた相談内
容に応じ行政へ繋いでもらう役割を地域において担っており、公平性
の観点では適正と考える。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障害者計画に基づき、今後も着実に実施していくことが必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

身体障がい者や知的障がい者の福祉の増進を図るため、当事者やそ
の保護者が同じ立場で相談に応じることで、障がい者の受容や支援・
サービスが円滑に利用できるような支援を行うことが可能となる。

身体・知的障害者福祉法により、市が委嘱することができる。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

委嘱を受けた障がい者相談員は、実費弁償相当額の報償費のみで、
熱意をもって相談に応じている。

各市町が委嘱しており、障がい当事者である市民の障がい者の更生
援護に対する熱意と識見によって支えられている。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
行政や専門機関、相談支援事業所等では応じきれない個別相談を当
事者の立場で応じていることから、多様な相談に応じる相談支援体制
の一翼を担う役割は今後も期待できる。

目標値 2,497 1,325 1,709
実績値 2,497 1,325 1,709

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 相談活動件数 単位 件
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 4 4 4
実績値 4 0 2

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 178 177 178

活動指標名 相談員研修の実施 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 身体障害者、在宅知的障がい児者及びその家族 身体障害者、在宅知的障がい児者及びその家族 身体障害者、在宅知的障がい児者及びその家族

受益者数 20,489 20,495 20,511



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

340正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

323

0

32510

0

1010

144

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

325

864 384

補助金 864 384

144

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

340

0940060

00 0

10

0

012番号

働く知的障害者の生活支援促進事業実施要綱

0 0

3231010

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

知的障がい者を起居させ雇用し、生活指導及び介助を行った事業主に対し、奨励金を助成し
た。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

障がい者を起居させ雇用している事業主に、1名につき一定額の奨励金を支給する。

人日（人）

奨励金

原則的に3年間（同一雇用関係）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

知的障害者生活支援助成

障がい福祉課

実施方法 その他

障がい者を雇用している事業主

実施期間

知的障がい者を雇用し、その知的障がい者を自ら管理する場所に居住させ、保護者に代わり生活指導及び生活介助
を行う事業主に対し、その活動を促進し、知的障がい者の社会自立と福祉の向上を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和54 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

864 384

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,204

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

144

1,204

709

467
令和３年度決算額（千円）

467

0

0
0

709

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

知的障がい者の雇用の確保のため、行政も関与すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
事業主が障がい者の雇用を継続しており、この助成制度は一定の役
割を果たしていると考えられる。

目標値 7 7 7
実績値 6 6 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

成果指標名 知的障がい者の雇用確保 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 7 7 7
実績値 6 6 1

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 401,333 236,333 467,000

活動指標名 助成対象者数 単位 人

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 障がい者を雇用している事業主 障がい者を雇用している事業主 障がい者を雇用している事業主

受益者数 3 3 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

8,840正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

8,398

0

8,450260

0

260260

8,120

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

8,450

7,336 7,903

委託料 7,336 7,903

8,120

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

8,840

0940060

00 0

260

0

013番号

岐阜市福祉の店事業要綱

0 0

8,398260260

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

マーサ21・3階に常設店を開設し、自主生産品及び手作り品の販売を実施。
障がい者理解啓発イベントにおいて、出張販売を実施。
コミュニティセンター等市内10か所の施設において、自主生産品及び手作り品を展示した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

福祉の店「友＆愛」の運営管理（マーサ21内に常設店として開設）
出張販売の実施（道三まつり及び信長まつり等の歩行者天国に出店）
障がい福祉に関する市民啓発（市内10か所の施設にある展示コーナーに、自主生産品及び手作り品を展示）

人日（人）

障害福祉サービス事業所等の自主生産品
障がい者及び母子家庭の母親の手作り作品

２1事業所

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

福祉の店

障がい福祉課

実施方法 -

岐阜市内の障害福祉サービス事業所等を利用している障がい者、その他在宅の障がい者及び母子家庭の母親等

実施期間

福祉の店「友＆愛」において、市内の障害福祉サービス事業所等の自主生産品、障がい者及び母子家庭
の母親等の手作り品の展示即売の場を提供することにより、障がい者等の自立と社会参加を促進するとと
もに、広く障がい者の理解の啓発を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和63 年度年度～

委託（その他） 補助等の種類 実施主体 岐阜市社会福祉協議会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

7,336 7,903

0

収入内訳

計（D）=B+C

16,176

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

8,120

16,176

16,353

16,518
令和３年度決算額（千円）

16,518

0

0
0

16,353

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

障がい者雇用がなかなか進まず、一般就労できない障がい者が、障害福祉
サービス事業所に通所するなどし、生活の糧の一部として工賃を得ていること
から、障害福祉サービス事業所等の自主生産品の展示即売により、工賃の向
上等を図ることは妥当である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売を通じ、工
賃向上による障がい者の自立や社会参加の促進とともに、障がい者の理解啓
発を図る。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売を通じ、工賃向上に
よる障がい者の自立や社会参加の促進とともに、障がい者の理解啓発を図る
ことは、わが国が目指す障がいのある人とない人との共生社会の実現と合致し
ている。

事業の目的である障がい者の自立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発
は、基礎自治体である市が実施するのが効果的である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売による障がい者の自
立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発が目的であり、その効果を測定す
ることは容易ではないが、工賃の向上や障がい者理解の促進が図られている
ことから、一定の貢献をしているものと考えられる。

市内の障害福祉サービス事業所は70か所程度あり、これらの中から、自主生
産品を集め、1か所で販売することは販路の確保・拡大の面からも効率的であ
る。また、市の管理のもとに中立性のある福祉団体が運営しており、妥当であ
る。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売による障がい者の自
立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発が目的であり、その効果を測定す
ることは容易ではないが、工賃の向上や障がい者理解の促進が図られている
ことから、一定の貢献をしているものと考えられる。
（参考）
・就労継続支援A型の1人当たりの平均工賃月額 H25：62千円→H28：66千円
・就労継続支援B型の1人当たりの平均工賃月額 H25：11千円→H28：12千円
・差別や偏見を感じる障がい者の割合 H25：32.7％→H28：25.0％

目標値 5,000 5,000 5,000
実績値 3,893 5,168 3,617

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ×（未達成）

成果指標名 売上額 単位 千円
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 10 10 10
実績値 10 10 10

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

活動指標名 展示施設数 単位 か所

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者
市内障害福祉サービス事業所等を利用する障がい者、在宅

の障がい者及び母子家庭の母親等

市内障害福祉サービス事業所等を利用する障がい者、在宅の

障がい者及び母子家庭の母親等

市内障害福祉サービス事業所等を利用する障がい者、在宅

の障がい者及び母子家庭の母親等

受益者数 － － －



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

58

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

58 58

助成費 58 58

58

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

014番号

補助犬飼育費助成事業要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

盲導犬・聴導犬・介助犬を利用している者に対し、飼育に必要な経費として月4,500円を限度として助成を
行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

盲導犬・聴導犬・介助犬飼育のために必要な経費の一部を助成

人日（人）

利用する盲導犬・聴導犬・介助犬飼育のために必要な経費の一部

1頭につき月額4,800円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

身体障害者補助犬飼育費助成

障がい福祉課

実施方法 その他補助金

視覚等、身体障害者手帳所持者で、一定の要件を満たす犬の所持者

実施期間

盲導犬・聴導犬・介助犬の利用を促進することを通じて、障がい者の日常生活の便益の向上、就労等の社
会参加の促進に資するものである。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成2 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

58 58

0

収入内訳

計（D）=B+C

160

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

58

160

156

155
令和３年度決算額（千円）

155

0

0
0

156

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
現在ただ１人の受益者からは好評を得ており、この助成制度は一定の
役割を果たしていると考えられる。

目標値 5 5 5
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

成果指標名 補助犬所有者の飼育費の軽減 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 60 60 60
実績値 12 12 12

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 160,000 155,500 154,900

活動指標名 助成件数 単位 件

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者
視覚等、身障手帳所持者で、

一定の要件を満たす犬の所持者

視覚等、身障手帳所持者で、

一定の要件を満たす犬の所持者

視覚等、身障手帳所持者で、

一定の要件を満たす犬の所持者

受益者数 1 1 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

1,020正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

969

0

97530

0

3030

2,212

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

975

2,779 3,965

助成金 2,779 3,965

2,212

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

1,020

0940060

00 0

30

0

015番号

岐阜市重度身体障害者介助用自動車購入等助成金交付要綱

0 0

9693030

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容） 障がい者の社会参加のため、24万円を限度として改造費の助成を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

身体障害者手帳・下肢、体幹、1，2級の者で、車いすを使用している身体障がい者世帯で身体障がい者が容易に乗降できるよう自
動車を改造する経費又は、既に改造された自動車を購入する経費の助成。（所得制限あり、又、5年以上この助成を受けていない世
帯に限る。）

人日（人）

自動車の改造経費または改造された自動車を購入する経費

改造費、購入費（24万円を限度とする）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

重度身体障害者介助用自動車購入等助成

障がい福祉課

実施方法 その他

介助用自動車所有者及び購入者

実施期間

車いす等を使用する在宅の重度障がい者を介助する者が運転する自動車について、リフト付等に改造する経費等を
助成することにより、介助者の負担を軽くする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成11 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

2,779 3,965

0

収入内訳

計（D）=B+C

3,799

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

2,212

3,799

4,940

3,181
令和３年度決算額（千円）

3,181

0

0
0

4,940

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 事業の目的上、受益者負担を求めないことは適正である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

事業の継続的な取り組みのためには、現状維持が必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

社会保障として行政が実施すべき。

国や県に同様な事業が無いため市が担う必要がある

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域の実情に合わせて市町村が実施する事業である。

他に効率的な方法はない

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
申請件数が安定しており、この助成制度は一定の役割を果たしている
と考えられる。

目標値 19 19 19
実績値 12 19 10

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ×（未達成）

成果指標名 自動車の改造経費または改造自動車購入費の軽減 単位 回
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 19 19 19
実績値 12 19 10

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 316,583 260,000 318,100

活動指標名 助成件数 単位 件

受益者負担額（千円） 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者
車椅子等を使用している身体障害者世帯で、自動車改造ま

たは改造された自動車を購入する者

車椅子等を使用している身体障害者世帯で、自動車改造また

は改造された自動車を購入する者

車椅子等を使用している身体障害者世帯で、自動車改造ま

たは改造された自動車を購入する者

受益者数 12 19 10



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

2,040正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

1,938

0

1,95060

0

6060

1,764

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,950

2,760 2,616

助成金 2,760 2,616

1,764

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

2,040

0940060

00 0

60

0

016番号

岐阜市障害者小規模通所援護事業給付費支給及び障
害者小規模通所援護事業要綱

0 0

1,9386060

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容） 障害者小規模通所援護施設への運営費補助

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

小規模の通所による施設において、生活指導、健康管理指導、社会参加訓練等を行う施設に対して運営費の補助を
行う。

人日（人）

障がい者に対する作業、生活指導、健康管理指導、社会参加訓練

障がい者1人につき4,000円/日で月ごとに補助をする。

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者小規模通所援護事業

障がい福祉課

実施方法 -

障害者小規模通所援護施設

実施期間

小規模の通所による施設において実施する作業、生活指導、健康管理指導、社会参加訓練等の事業を認定すること
により、障害者総合支援法に基づく施設を常時利用することが困難な者が、小規模通所援護施設を利用する便宜を
図ることにより、福祉の向上を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和63 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜なずな会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

2,760 2,616

0

収入内訳

計（D）=B+C

4,800

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

1,764

4,800

4,566

3,702
令和３年度決算額（千円）

3,702

0

0
0

4,566

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中 障害福祉サービスを利用した場合も自己負担がない利用者である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

利用者は、障害者総合支援法に基づく施設を常時利用することが困
難で、一般就労を目指すことも難しいことから、引き続き、日中活動の
場を維持しなければならない。
また、障害福祉サービスを利用した場合も自己負担がない利用者であ
り、市の負担も同種の障害福祉サービスを利用した場合と比較し、安
価な金額である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

利用者は、障害者総合支援法に基づく施設を常時利用することが困
難で、一般就労を目指すことも難しいことから日中活動の場を維持しな
ければならない。

居住する障害者総合支援法に基づく施設を常時利用することが困難
な岐阜市民の福祉向上を図るための市単事業である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

補助単価は、同種の障害福祉サービスを利用した場合と比較し、安価
な金額としている。

障害者総合支援法に規定するサービスを利用することが困難な岐阜
市民を対象に就労や生きがいの場を提供するサービスである。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
利用者は少ないものの、継続的に施設を利用しており期待される効果
を発揮している。

目標値 726 732 726
実績値 690 654 441

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

成果指標名 利用者の延べ人数 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 242 244 242
実績値 230 232 221

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,600,000 1,522,000 1,851,000

活動指標名 事業所の活動日 単位 日

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 事業を利用する障がい者 事業を利用する障がい者 事業を利用する障がい者
受益者数 3 3 2



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

44,923

340

45,237

323
令和３年度決算額（千円）

45,246

22,521

325

44,923

22,521

44,912

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

45,042

22,456
22,456

0

令和３年度決算額（千円）

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

22,462

45,042 44,912

収入内訳

計（D）=B+C

45,382

国庫支出金

市債

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

点字図書館運営費補助事業

障がい福祉課

実施方法 その他負担金

社会福祉法人　岐阜アソシア（視覚障害者生活情報センターぎふ）

実施期間

無料又は低額な料金で点字刊行物、視覚障がい者用の録音物など、専ら視覚障がい者が利用するものを製作、利用
に供し又は点訳を行う者などを養成する視覚障害者情報提供施設に対する補助を行う。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和34 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 社会福祉法人　岐阜アソシア

令和３年度
（実施内容）

岐阜アソシアに対して、44,923,320円を交付した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

身体障害者福祉法第28条第3項の規定により、社会福祉法人が設置する点字図書館の運営事業に対する国庫補助
事業（平成9年度に岐阜県から移管）。

人日（人）

身体障害者保護費国庫負担金

44,923,320円

0940060

00 0

10

0

017番号

身体障害者福祉法、身体障害者保護費国庫負担金交付要綱、
岐阜市補助金等交付規則等

0 0

3231010

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

44,923

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

325

45,042 44,912

補助及び負担金 45,042 44,912

44,923

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

340

令和３年度決算額（千円）

22,461

340正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

323

0

32510

0

1010

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 視覚障がい者 視覚障がい者 視覚障がい者
受益者数 4,835 4,817 4,782

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 70 67 68

活動指標名 補助金 単位 千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 44,595 45,415 45,811
実績値 45,041 44,912 44,923

成果指標名 利用者数 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

6,233 7,371

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

社会福祉法人が実施している事業であるが、財政面での支援が必要であるた
め補助金を交付している。なお、国費、県費により実施している。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

視覚障がい者の日常生活の向上を図るため、点字図書の作成や閲覧、貸出
等を行う点字図書館の運営を支援するもので、引き続き実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

視覚障がいのある人は、目からの情報入手が困難であり、視覚障がい者の日
常生活の向上を図るため、点字図書の作成や閲覧、貸出等を行う点字図書館
は必要不可である。

社会福祉法人が実施している事業であるが、財政面での支援が必要であるた
め補助金を交付している。なお、国費、県費により実施している。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

視覚障がいのある人は、目からの情報入手が困難であり、視覚障がい者の日
常生活の向上を図るため、点字図書の作成や閲覧、貸出等を行う点字図書館
は必要不可であり、50,000巻以上の蔵書数を保有している。なお、国費、県費
により実施している。

社会福祉法人が実施している事業であるが、財政面での支援が必要であるた
め補助金を交付している。なお、国費、県費により実施している。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
視覚障がいのある人は、目からの情報入手が困難であり、視覚障がい者の日
常生活の向上を図るため、点字図書の作成や閲覧、貸出等を行う点字図書館
は必要不可である。

目標値 5,000 5,000 5,000
実績値 6,979



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

1,700正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

1,615

0

1,62550

0

5050

24,451

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,625

24,424 24,489

委託料 24,424 24,489

24,451

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

1,700

0940060

00 0

50

0

018番号

-

0 0

1,6155050

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

屋外清掃：長良川公園の清掃（芝刈り、ゴミ収集、除草作業、集草）
　　　　　　　岐阜公園の清掃（ゴミ収集、除草作業、集草）
施設清掃：児童館、老人センター等の屋内清掃

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

屋外清掃：長良川公園の清掃（芝刈り、ゴミ収集、除草作業、集草）
　　　　　　　岐阜公園の清掃（ゴミ収集、除草作業、集草）
施設清掃：児童館、老人センター等の屋内清掃

人日（人）

福祉的就労の場

1日6時間（休憩1時間含む）の清掃活動を行う。

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障がい者就労支援事業

障がい福祉課

実施方法 その他

ワークサポートあすなろ（就労継続支援B型）を利用する障がい者

実施期間

障がい者が自立した生活を送ることができるように、就労により経済的な基盤を確立するため、市内の障がい者就労支
援事業所に対して、障がい者の就労の場として岐阜市の公園等の清掃業務を提供し、もって障がい者の自立を促進
することを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成26 年度年度～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 社会福祉法人　岐阜市社会福祉事業団

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

24,424 24,489

0

収入内訳

計（D）=B+C

26,124

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

24,451

26,124

26,114

26,066
令和３年度決算額（千円）

26,066

0

0
0

26,114

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中

本事業を委託している事業所は、本事業の公募に応募した複数の法
人のうちから選定されている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

平成26年度にそれまでの知的障害者就労促進事業を、障害者総合支
援法に基づく事業として法定化しており、今後事業の効果を検証して
いく必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

平成25年度まで行っていた岐阜市知的障がい者就労支援事業を平成26年度
から法定事業化し、障がい者就労支援事業として障害福祉サービス事業所を
とおして利用者への安定した支援を図っている。

市が障がい者の就労促進のため、その実情を踏まえ実施する事業で
あり、国、県が実施しなければならない事業でない。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

公園や児童館の維持管理に必要な清掃業務を一般的な人件費の単
価で積算し、その範囲内で障害福祉サービス事業所に委託している。

平成25年度まで行っていた岐阜市知的障がい者就労支援事業を平成26年度から法定
事業化し、障がい者就労支援事業として障害福祉サービス事業所をとおして利用者へ
の安定した支援を図っている。近年、就労の場は多様化しているため、今後事業の効果
を検討していく必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
平成26年度にそれまでの知的障害者就労促進事業を、障害者総合支
援法に基づく事業として法定化したものである。

目標値 1 1 1
実績値 0 0 0

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

成果指標名 一般企業への就労人数 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 239 243 242
実績値 236 238 239

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 3,553 3,502 3,547

活動指標名 清掃回数 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 就労促進事業を利用する人数 就労促進事業を利用する人数 就労促進事業を利用する人数

受益者数 7,353 7,457 7,348



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

27,365

1,020正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

969

0

97530

0

3030

86,304

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

975

89,620 85,600

運営管理委託料 89,620 85,600

86,304

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

1,020

0940060

00 0

30

0

019番号

児童福祉法、岐阜市福祉型児童発達支援センター条例、岐阜
市福祉型児童発達支援センター条例施行規則

0 0

9693030

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容） 指定管理者（社会福祉法人岐阜市社会福祉事業団）へ管理運営の委託を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

主に就学前の難聴児に対して療育を行う児童福祉法に基づく児童発達支援センター（保育所等訪問支援や障害児相談支援も実施）。専門的な知識を
有する職員による聴能訓練や言語訓練により、日常生活において必要なことばやコミュニケーション力、集団生活への適応力などの習得のための支援
を行っている。平成29年度からは、ことばやコミュニケーションの発達に支援が必要な児童に対する支援も実施している。

人日（人）

難聴乳幼児の検査診断、聴能訓練、言語訓練及び保護者に対する日常生活指導

通所給付決定を受けた期間

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者福祉施設管理運営（みやこ園）

障がい福祉課

実施方法 -

児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第21条の5の5第1項に規定する通所給付決定を受け、利用契約を締結した保護者が監護する
当該通所給付決定に係る児童、法第24条の26第1項に規定する障害児相談支援対象保護者

実施期間

障がい児を日々保護者の下から通わせて、日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付
与又は集団生活への適応のための訓練に係る支援を提供する

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成18 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体  社会福祉法人岐阜市社会福祉事業団

0

令和３年度決算額（千円）

0

6,837

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

89,620 85,600

6,191

収入内訳

計（D）=B+C

90,640

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

86,304

56,405

86,575

57,184
令和３年度決算額（千円）

87,273

0

6,866
0

53,771

30,089
23,252

4

32,804

令和元年度決算額（千円）

26,613

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

34,235

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

厚生労働大臣が定めた利用者負担を支払っており、受益者の収入に
より相応の負担をしてもらう仕組みになっている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障がい児の福祉増進のため、引き続き事業を実施していく。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障がい児を日々保護者の下から通わせて、日常生活における基本的動作の
指導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への適応のための訓
練に係る支援を行うことにより福祉の増進を図るための事業であり、適切であ
る。

指定管理者制度による運営を実施している。なお、国・県が実施すべ
き事業ではない。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

利用者数を増やすことを目的とした施設ではないが、利用者数は横ば
いである。

指定管理により、民間のノウハウを活用した効率的な管理運営を行っ
ている。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

言語聴覚士等の専門職員を配置し、聴覚障がい児等への支援等に対
応できる職員体制がとられており、難聴乳幼児の検査診断、聴能訓
練、言語訓練及び保護者に対する日常生活指導を行い、障がい児の
福祉増進に貢献している。

目標値 100 100 100
実績値 100 100 100

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 障害のある児童及びその家族が暮らしやすいまちとなる 単位 ％
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 7,600 7,600 7,600
実績値 6,263 5,158 5,216

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 9,006 10,425 10,963

活動指標名 利用者数 単位 人

受益者負担額（千円） 1,024 589 480
受益者負担率（％） 1.1% 0.7% 0.5%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 聴覚障がい児等およびその家族 聴覚障がい児等およびその家族 聴覚障がい児等およびその家族

受益者数 6,263 5,158 5,216



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

14,331

14,726

14,721

14,719
令和３年度決算額（千円）

14,719

0

0
0

14,721

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

561

令和３年度決算額（千円）

561

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

14,318 14,331

0

収入内訳

計（D）=B+C

14,726

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者相談支援（岐阜市障害者生活支援センター）

障がい福祉課

実施方法 -

障がい者やその家族

実施期間

在宅の障がい者に対し、在宅福祉サービスの利用援助、介護相談、情報の提供等を総合的に行うことにより、障がい
者やその家族の地域における生活を支援し、自立と社会参加の促進を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成18 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体 一般財団法人 岐阜市身体障害者福祉協会

令和３年度
（実施内容） 指定管理者（一般財団法人岐阜市身体障害者福祉協会）へ管理運営の委託を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

各種制度の利用援助（情報提供・利用申請援助・介護相談）、社会資源を活用するための支援（施設等の紹介・福祉機器・利用援助・外出の支援・代
筆・代読）、社会生活力を高めるための支援（家族関係・人間関係・健康管理・安全管理・交通機関利用）、ピアカウンセリング（障がい者によるカウンセリ
ング）、専門機関の紹介。管理運営は指定管理者に委託を行っている。

人日（人）

各種制度の利用援助、社会資源を活用するための支援等

開所時間中随時

0940060

00 0

12

0

020番号

障害者総合支援法、岐阜市民福祉活動センター条例、岐阜市
民福祉活動センター条例施行規則

0 0

3881212

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

13,770

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

390

13,757 13,770

指定管理料 13,757 13,770

13,770

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

408

令和３年度決算額（千円）

0

0

408正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

561

388

0

39012

0

1212

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 障がい者やその家族 障がい者やその家族 障がい者やその家族
受益者数 462 299 217

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 31,874 49,234 67,828

活動指標名 年間開所日数 単位 日

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 243 243 242
実績値 243 243 242

成果指標名 施設利用者数（延べ） 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

299 217

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中

障害者生活支援センターの相談や利用は無料であるが、件数は減少
し、利用者は固定化してきている。
しかし、施設の設置目的に照らし合わせると公平である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

障害者生活支援センターの有する機能や専門性を活用した相談支援
は必要であり、他の相談支援事業との役割を整理し、総合的な相談支
援体制の見直しや利用者増の工夫をしている。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

中

市民の福祉活動を促進するとともに障がい者に対し総合的に生活支援を行う
ことや障がいの理解啓発に取り組むといった、福祉の増進を図るための事業
であり、適切である。

指定管理者制度による運営を実施している。障がい者相談は市町村の必須事
業に位置付けられているが、他の相談支援事業が充実する中、これまで担っ
てきた役割を見直す必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

利用者数を増やすことを目的とした施設ではないが、利用者数は減少
している。これは、相談窓口の一つである基幹相談支援サテライトの利
用実人数が増えたことと新型コロナウイルス感染症対策の影響も考え
られる。

基幹相談支援サテライトとの棲み分けの整理、及び国庫補助や個別
給付を活用した事業実施を検討する必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

中

相談支援専門員の資格を持った身体障がい者を職員として配置し、ピ
アカウンセリング行うなど、相談に対応できる職員体制がとられている
が、新たな役割として地域生活支援拠点等整備における相談機能や
体験の機会確保等を担うこと等を検討する。

目標値 2,700 2,700 2,700
実績値 462



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

10,076

6,862

11,051

6,876
令和３年度決算額（千円）

11,045

1,398

0
0

6,607

4,169
7

2,815

4,444

令和元年度決算額（千円）

7

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

4,220

2,956
1,481

927

令和３年度決算額（千円）

927

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

1,388

10,062 10,076

0

収入内訳

計（D）=B+C

11,082

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

盲人ホーム

障がい福祉課

実施方法 -

あんま師、はり師、きゅう師の免許を有する視覚障がい者

実施期間

あんま師、はり師、又はきゅう師の免許を有する視覚障がい者の自立更生を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成18 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体
一般財団法人

岐阜県視覚障害者福祉協会

令和３年度
（実施内容） 指定管理者（一般社団法人　岐阜県視覚障害者福祉協会）へ管理運営の委託を行った。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

施設を利用し、あんま、はり、きゅうの技術向上と自立更生のための指導を行う。

人日（人）

施設の利用及び指導

２年間（ただし延長可能）

0940060

00 0

30

0

021番号

岐阜市盲人ホーム条例

0 0

9693030

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

9,149

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

975

9,135 9,149

運営管理委託料 9,135 9,149

9,149

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

1,020

令和３年度決算額（千円）

2,774

7

1,020正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

927

969

0

97530

0

3030

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 施術者及び受療者 施術者及び受療者 施術者及び受療者
受益者数 2,439 1,812 1,041

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 2,813 3,646 6,605

活動指標名 年間開所日数 単位 日

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 284 289 289
実績値 282 255 288

成果指標名 施設利用者数（延べ） 単位 人
令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,812 1,041

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ×（未達成） ×（未達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 施設利用料は無料である。施設の設置目的に照らし、公平である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

視覚障がい者の福祉増進のため、引き続き事業を実施していく。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

あんま師、はり師又はきゅう師の免許を有する視覚障がい者の自立更
生を図るための事業であり、適切である。

指定管理者制度による運営を実施している。なお、国・県が実施すべ
き事業ではない。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

利用者数を増やすことを目的とした施設ではないが、利用者数は横ば
いである。

指定管理により、民間のノウハウを活用した効率的な管理運営を行っ
ている。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
国家資格を有する指導員を配置し、あんま師、はり師又はきゅう師の免
許を有する視覚障がい者の自立更生を図っており、視覚障がい者の
福祉増進に貢献している。

目標値 2,400 2,400 2,400
実績値 2,439



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

135

237

233

232
令和３年度決算額（千円）

232

0

0
0

233

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

135 135

0

収入内訳

計（D）=B+C

237

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（岐阜市聴覚障害者協会）

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜市聴覚障害者協会

実施期間

 岐阜市に居住する聴覚障がい者を結集し、その互助と友愛の増進を図るとともに、聴覚障がい者の社会
参加と福祉の向上発展に貢献することを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和45 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市聴覚障害者協会

令和３年度
（実施内容）

・ 定期総会、役員研修会、学習会の開催
・ 会報の発刊
・ 福祉対策活動（net119説明会など）
・ 通訳対策部活動（手話講座の講師派遣、手話通訳養成等）

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

・ 定期総会、役員研修会、学習会の開催
・ 会報の発刊
・ 福祉対策活動（ファクシミリの拡充等）
・ 通訳対策部活動（手話講座の講師派遣、手話通訳養成等）

人日（人）

補助金等

135,000円

0940060

00 0

3

0

022番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

135

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

135 135

団体事業補助金 135 135

135

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する聴覚障がい者 岐阜市に居住する聴覚障がい者 岐阜市に居住する聴覚障がい者

受益者数 1,184 1,204 1,241

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 200 193 187

活動指標名 補助金 単位 千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 135 135 135
実績値 135 135 135

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、協会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜市聴覚障害者協会は、障がいのある人やその家族の相談等に対し、そ
の人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事を行い交流
を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなっている。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援を
行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援
を行う必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

450

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

450 450

団体事業補助金 450 450

450

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

023番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

・研修会等の実施による組織の強化と活性化
・会報誌の発行、配布
・研修、勉強会の実施　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

 組織の強化と活性化・全国手をつなぐ育成会連合会・岐阜県手をつなぐ育成会との連携により、新たな法律や福祉
サービスの理解を深め、活動を推進・広報活動と部会活動の充実

人日（人）

補助金等

450,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（岐阜地区知的障がい者育成会）

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜地区知的障がい者育成会

実施期間

 知的障がい者（児）の社会自立に必要な教育、保護、訓練の機関・施設の拡充に努め、社会的理解を深めるために
運動を推進する。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成１１ 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜地区知的障がい者育成会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

450 450

0

収入内訳

計（D）=B+C

552

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

450

552

548

547
令和３年度決算額（千円）

547

0

0
0

548

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、育成会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜地区知的障がい者育成会は、障がいのある人やその家族の相談等に対
し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事を行
い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援
を行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援
を行う必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 450 450 450
実績値 450 450 450

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 138 132 128

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する知的障がい者（児） 岐阜市に居住する知的障がい者（児） 岐阜市に居住する知的障がい者（児）

受益者数 4,004 4,137 4,266



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

135

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

135 135

団体事業補助金 135 135

135

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

024番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

・関係大会への参加
・体験学習、生活教室、文化祭の参加
・奉仕治療の実施　市内の老人ホームにてマッサージやはり治療を実施
・女性部、文化部、老人部等、部単位でクラブ活動を実施

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

・スポーツ大会への参加　・関係大会への参加　・体験学習、生活教室、文化祭の参加・奉仕治療の実施　市内の老人ホームにて
マッサージやはり治療を実施・女性部、文化部、老人部等、部単位でクラブ活動実施・小、中学校等の福祉教育の一環として、点字
や視覚障がい者の誘導・歩行の指導、盲導犬の紹介などを行う。

人日（人）

補助金等

135,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（岐阜市視覚障害者福祉協会）

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜市視覚障害者福祉協会

実施期間

　岐阜市在住の視覚障がい者とその家族が相互扶助のもとに団結して福祉向上に努めるとともに、視覚障
がい者についての啓発活動や奉仕活動等を通じて一般社会へ積極的に参加することを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和45 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市視覚障害者福祉協会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

135 135

0

収入内訳

計（D）=B+C

237

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

135

237

233

232
令和３年度決算額（千円）

232

0

0
0

233

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高   自主財源の確保をし、協会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜市視覚障害者福祉協会は、障がいのある人やその家族の相談等に対
し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事を行
い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の運営費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の育成を行う必要があ
る。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の運営費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の育成を行う必要があ
る。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
  財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、
障がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 135 135 135
実績値 135 135 135

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 232 226 228

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する視覚障がい者 岐阜市に居住する視覚障がい者 岐阜市に居住する視覚障がい者

受益者数 1,022 1,030 1,015



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

63

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

63 63

団体事業補助金 63 63

63

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

025番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

・総会、役員会等の開催
・支部育成の促進
・施設の慰問　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

 障がい児・者に対する行政の支援策を補強する役割を担っている岐阜市肢体不自由児者父母の会の運営費や事業
費に対して補助を行う。

人日（人）

補助金等

63,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（岐阜市肢体不自由児者父母の会）

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜市肢体不自由児者父母の会

実施期間

 地域における肢体不自由児者の福祉の増進と、会員相互の団結を図るための各種行事を行う。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和63 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市肢体不自由児者父母の会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

63 63

0

収入内訳

計（D）=B+C

165

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

63

165

161

160
令和３年度決算額（千円）

160

0

0
0

161

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、父母の会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜市肢体不自由児者父母の会は、障がいのある人やその家族の相談等に
対し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事を
行い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなって
いる。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援を
行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援を
行う必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 63 63 63
実績値 63 63 63

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 372 373 390

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する肢体不自由児者の父母 岐阜市に居住する肢体不自由児者の父母 岐阜市に居住する肢体不自由児者の父母

受益者数 444 430 410



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

45

147

143

142
令和３年度決算額（千円）

142

0

0
0

143

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

45 45

0

収入内訳

計（D）=B+C

147

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成(岐阜県自閉症協会岐阜市ブロック)

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜県自閉症協会岐阜市ブロック

実施期間

児童憲章の精神に基づき、自閉症児の権利と幸福を守るために親たちが協力・努力し、社会啓発、治療、教育対策、
福祉対策等の事業の充実を図る。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和45 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜県自閉症協会岐阜市ブロック

令和３年度
（実施内容）

・総会、役員会の開催
・学習会、研修会の開催
・機関誌の発行、配布　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

・自閉症児に関する知識の普及・啓発
・自閉症児・者の福祉に関する相談や斡旋
・専門家及び関係機関などとの協力・連絡

人日（人）

補助金等

45,000円

0940060

00 0

3

0

026番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

45

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

45 45

団体事業補助金 45 45

45

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する自閉症児（者） 岐阜市に居住する自閉症児（者） 岐阜市に居住する自閉症児（者）

受益者数 - - -

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

活動指標名 補助金 単位 千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 45 45 45
実績値 45 45 45

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、協会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜県自閉症協会岐阜市ブロックは、障がいのある人やその家族の相談等
に対し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事
を行い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなっ
ている。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援を
行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

 自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助する
ことは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の安定的な活動支援
を行う必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

450

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

450 450

事業費補助金 450 450

450

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

027番号

岐阜市補助金等交付規則/岐阜県難病団体連絡協議会
岐阜支部相談事業補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

・患者家族への相談事業の実施
・交流会、学習会の実施
・療養環境設備へのはたらきかけの促進の実施　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

難病患者の社会復帰相談、生活指導相談、医療相談会の開催等
・ 難病患者家族への相談事業実施
・ 療養環境整備へのはたらきかけの推進
・ 就労問題懇談会の実施（じゅうろくプラザ研修室）

人日（人）

補助金等

450,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部）

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部

実施期間

　岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部は、岐阜県難病団体連絡協議会に所属する岐阜市内在住ないし職場を有
するもので構成され、「ひとりぼっちの患者・家族をなくそう」をスローガンに、学習交流会等の情報交換を通し、病に前
向きにより良い医療・福祉の実現を願い、社会に働きかけることを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和45 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

450 450

0

収入内訳

計（D）=B+C

552

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

450

552

548

547
令和３年度決算額（千円）

547

0

0
0

548

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、協議会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

　自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引
き続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促
進など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部は、障がいのある人やその家族の相談
等に対し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行
事を行い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えと
なっている。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の事業を補助する必要
がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の運営費の一部を補助するこ
とは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の事業を補助する必要
がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 450 450 450
実績値 450 450 450

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 岐阜市に居住する難病児（者） 岐阜市に居住する難病児（者） 岐阜市に居住する難病児（者）

受益者数 - - -



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

300

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

300 300

事業費補助金 300 300

300

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

028番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市視覚障害者支援事業
補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

・機関誌の発行
・研修会の開催
・ボランティア活動事業の実施　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

リーディングサービス事業：公共図書館の図書について、点字図書館との相互協力によって視覚障がい者が利用できるようにするこ
とにより、蔵書範囲の拡充と、視覚障がい者の文化、教養の増進を図る。点訳・音訳奉仕団育成事業：ボランティア団体の育成強化
を図ることにより、点訳・音訳ボランティアの資質向上とその活動をより円滑にするとともに、リーディングサービス 事業の推進を図る。

人日（人）

補助金

計　300,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成(社会福祉法人　岐阜アソシア)

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

社会福祉法人岐阜アソシア

実施期間

 障がい児・者に対する行政の支援策を補強する役割を担っている社会福祉法人岐阜アソシアのリーディ
ングサービス事業・点訳、音訳奉仕団育成事業事業費に対して補助を行う。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和49 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 社会福祉法人　岐阜アソシア

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

300 300

0

収入内訳

計（D）=B+C

402

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

300

402

398

397
令和３年度決算額（千円）

397

0

0
0

398

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高 自主財源の確保をし、事業の運営を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

　自主財源のみで団体の活動の円滑な事業を行うのは困難な状況で
あり、引き続き財政面で団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の
促進など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

　社会福祉法人岐阜アソシアは、リーディングサービス事業・点訳、音
訳奉仕団育成事業を行うことで、視覚障がい者のニーズに速やかに応
えるよう努めており必要な補助である。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を補
助することは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、事業の継続
的な運営を行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能と
なっている。

　自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費の一部を
補助することは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、団体の事
業を安定的に実施することが可能となる。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
　財政面での支援の効果により、事業の継続的な運営が可能となり、
視覚障がい者への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 300 300 300
実績値 300 300 300

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 340 330 320

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 視覚障害者 視覚障害者 視覚障害者
受益者数 1,184 1,204 1,241



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

2,000

2,231

2,098

2,097
令和３年度決算額（千円）

2,097

0

0
0

2,098

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

2,129 2,000

0

収入内訳

計（D）=B+C

2,231

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成(一般財団法人岐阜市身体障害者福祉協会)

障がい福祉課

実施方法 団体事業補助金

一般財団法人岐阜市身体障害者福祉協会

実施期間

 岐阜市内に在住する身体障がい者の福祉のため寄与することを目的とし、財団法人岐阜県身体障害者福祉協会岐
阜市内各支部を統合し、県本部と連携する。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

昭和46 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 一般財団法人岐阜市身体障害者福祉協会

令和３年度
（実施内容）

・会務の運営、総会の開催
・大会等の開催及び参加
・相談員事業の実施
・広報啓発活動事業の実施　など

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

・大会等の開催、参加（日本身体障害者福祉大会、岐阜県身体障害者福祉大会、岐阜市連合会定例合同福祉大会、理事会、評
議員会、正副会長会、幹事会等）・身体障がい者スポーツ振興事業（県障がい者スポーツ大会、全国ゲートボール大会等）・未婚身
体障がい者対策事業・広報啓蒙活動事業（身体障がい者ふれあい福祉フェア、県福祉フェスティバル、岐阜市障害者芸術祭）・青
年部活動事業、市連合会婦人・妻の会事業

人日（人）

補助金

　2,000,000円

0940060

00 0

3

0

029番号

岐阜市補助金等交付規則、岐阜市障害児・者団体事業
費補助金交付要綱

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

2,000

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

2,129 2,000

団体事業補助金 2,000 2,000

00

2,000

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

開催補助金

0

97

0

983

0

33

129

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 市内の身体障がい児・者 市内の身体障がい児・者 市内の身体障がい児・者
受益者数 16,485 16,358 16,245

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 135 128 129

活動指標名 補助金 単位 千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 2,150 2,150 2,150
実績値 2,129 2,000 2,000

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高  自主財源の確保をし、協会の事業を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

自主財源のみで団体の活動の円滑な運営を行うのは困難な状況であり、引き
続き財政面での障がい者団体の活動を支援し、障がい者の社会参加の促進
など、福祉の向上を図るため、実施する必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

 岐阜市身体障害者福祉協会は、障がいのある人やその家族の相談等に対
し、その人に合わせた助言等を通じ適切な助言を行うほか、様々な行事を行
い交流を深めることを通じ、障がいのある人やその家族の心の支えとなってい
る。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費、開催費の一部を
補助することは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、事業の継続的な
活動支援を行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となってい
る。

自主財源の確保が困難な状況であるため、団体の事業費、開催費の一部を
補助することは、基礎的自治体である市が財政面で支援し、事業の継続的な
活動支援を行う必要がある。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
 財政面での支援の効果により、継続的に事業を実施することが可能となり、障
がいのある人への支援に繋がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

0

102正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

0

97

0

983

0

33

1,260

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

98

1,237 1,244

補助金 1,237 1,244

1,260

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

102

0940060

00 0

3

0

030番号

岐阜市補助金等交付規則、一般社団法人岐阜県障害者
スポーツ協会会費規程

0 0

9733

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

　令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大により大会は中止となったがスポーツは障害のある方々にとっては健
康の維持増進はもとよりリハビリテーションに役立つとともに、多くの人々との交流の輪を広げ生活を豊かにするうえで
極めて重要な役割を果たしている。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

　スポーツによる障がい者の社会参加と福祉向上、障害者スポーツの普及と競技力向上のため、県・各市町村の負担
金により、「岐阜県障害者スポーツ協会」を運営する。

人日（人）

補助金

1,244,000円

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

障害者各種団体助成（一般社団法人岐阜県障害者スポーツ協会）

障がい福祉課

実施方法 加入団体負担金

一般社団法人　岐阜県障害者スポーツ協会

実施期間

　障がい児・者の社会参加の促進支援のため障がい児・者が参加するスポーツ大会への開催運営のため補助を行う。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

平成１７ 年度年度～

補助等 補助等の種類 実施主体 一般社団法人　岐阜県障害者スポーツ協会

0

令和３年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

1,237 1,244

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,339

国庫支出金

市債 0 0

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

1,260

1,339

1,342

1,357
令和３年度決算額（千円）

1,357

0

0
0

1,342

0
0

0

0

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

 負担金の算出方法は手帳所持者数のの人口割と均等割により会費が決定し
ているため公平であり、県や各市町村の負担金を適正に活用し、協会の運営
を行っている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

 自主財源のみで岐阜県障害者スポーツ協会の活動の円滑な運営を行うのは
困難な状況であり、引き続き財政面での岐阜県障害者スポーツ協会の活動を
支援し、障がい者の社会参加の促進など、福祉の向上を図るため、実施する
必要がある。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

岐阜県障害者スポーツ協会は、スポーツによる障がい者の社会参加と福祉向
上、障害者スポーツの普及と協議力向上のため、障がい児・者福祉の増進を
図っている。スポーツを行い多くの人々との交流を深めることを通じ、生活を豊
かにするうえで重要な役割を果たしている。

県・各市町村の負担金により運営を行う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

 財政面での支援の効果により、継続的な運営が可能となっている。

 会費収入により自主運営するのが基本であるが、就労の機会に恵まれず年金
等を主な収入としている障がい者が多数である現状から、障がい者自身が会
員となっての運営は困難である。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

財政面での負担の効果により、県市町村の負担金により継続的な運営が可能
となっている。スポーツは障がい者の健康の維持増進はもとよりリハビリテー
ションに役立つとともに、多くの人々との交流の輪を広げ、生活を豊かにするう
えで極めて重要な役割を果たしている点からも障がいのある人への支援に繋
がっている。

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

成果指標名 活動団体数 単位 団体
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 1,237 1,244 1,260
実績値 1,237 1,244 1,260

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 55 54 54

活動指標名 補助金 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 市内の障がい児・者 市内の障がい児・者 市内の障がい児・者
受益者数 24,465 24,801 25,055



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

196

-

-

8,496
令和３年度決算額（千円）

8,594

0

-

98
0

-

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

-

0

令和３年度決算額（千円）

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

- -

収入内訳

計（D）=B+C

-

国庫支出金

市債

令和元年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

福祉ショップＯｈ・ＥＮ運営事業

障がい福祉課

実施方法 -

岐阜市内の障害福祉サービス事業所等を利用している障がい者

実施期間

自主生産品の販路を確保することにより、働く障がい者が得る工賃の向上を図ると共に、自主生産品の認知度向上や
障がい者との交流を通して、障がいや障がいのある人への理解を深める。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

令和3 年度年度～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和３年度
（実施内容）

障がい福祉課が出店事業所を募り、３ヶ月毎に出店スケジュールを決定。
１日に２事業所が日替わりで出店

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

　庁舎１階エントランスモールの一角に、市内の障害福祉サービス事業所などで作られた自主生産品を販売する場所
を常設する。

人日（人）

障害福祉サービス事業所等の自主生産品

庁舎開帳日に毎日開催

0940060

- 0

260

031番号

-

0

8,398--

-

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

28

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

-

- -

消耗品費

168

196

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

-

令和３年度決算額（千円）

98

-正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） -

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

備品購入費

8,398

0

-

-

260

事業評価シート(R3年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0
受益者負担率（％） - - 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 市内障害福祉サービス事業所等を利用する障がい者

受益者数 -

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

活動指標名 出店施設数の月平均 単位 事業所

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 - - 22
実績値 - - 22

成果指標名 売上額 単位 千円
令和元年度 令和2年度 令和3年度

- 5,118

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 - - ○（達成）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

障がい者雇用がなかなか進まず、一般就労できない障がい者が、障害福祉
サービス事業所に通所するなどし、生活の糧の一部として工賃を得ていること
から、障害福祉サービス事業所等の自主生産品の展示即売により、工賃の向
上等を図ることは妥当である。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売を通じ、工
賃向上による障がい者の自立や社会参加の促進とともに、障がい者の理解啓
発を図る。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売を通じ、工賃向上に
よる障がい者の自立や社会参加の促進とともに、障がい者の理解啓発を図る
ことは、わが国が目指す障がいのある人とない人との共生社会の実現と合致し
ている。

事業の目的である障がい者の自立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発
は、基礎自治体である市が実施するのが効果的である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売による障がい者の自
立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発が目的であり、その効果を測定す
ることは容易ではないが、工賃の向上や障がい者理解の促進が図られている
ことから、一定の貢献をしているものと考えられる。

市内の障害福祉サービス事業所は70か所程度あり、これらの中から、自主生
産品をの販売を希望する事業所を応募し、日程を調整の上、市庁舎１階で販
売することは販路の確保・拡大の面からも効率的であり、妥当である。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

障害福祉サービス事業所等の自主生産品等の展示即売による障がい者の自
立や社会参加の促進、障がい者理解の啓発が目的であり、その効果を測定す
ることは容易ではないが、工賃の向上や障がい者理解の促進が図られている
ことから、一定の貢献をしているものと考えられる。
（参考）
・就労継続支援A型の1人当たりの平均工賃月額 H25：62千円→H28：66千円
・就労継続支援B型の1人当たりの平均工賃月額 H25：11千円→H28：12千円
・差別や偏見を感じる障がい者の割合 H25：32.7％→H28：25.0％

目標値 - - 5,000
実績値 -



＿
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)

令和３年度決算額（千円）

0

-正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（臨時雇用員） -

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員

（旧嘱託）

令和２年度決算額（千円）

報償費

7,946

0

-

-

246

1,200

令和３年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

-

- -

研究業務委託費

82

1,345

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）

令和２年度決算額（千円）令和元年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

-

0940060

- 0

246

032番号

―

0

7,946--

-

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和３年度
（実施内容）

モデルケースを通して、超短時間雇用のスキームを構築した。

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

　中間支援機関として、「岐阜市超短時間ワーク応援センター（以下、「応援センター」という。）」を開設し、協力企業の開拓や、対象者となる超短時間ワーカーと企業とのマッチン
グのほか、職場定着支援を実施していくスキームを構築する。以後、応援センターの業務を委託し運営していく。
　東京大学先端科学技術研究センターへ受託研究業務委託し、スキームを構築する。以後、応援センターに現場での実践的なアドバイスや職場定着のノウハウを伝え、現状分
析、効果測定を行う。また、体制を整備していく。

人日（人）

①職務定義、①②マッチング、①②採用

①職務定義：20件、①②マッチング：10件、①②採用：7件

事 業 名

担当部名 福祉部 担当課名

誰に

超短時間雇用創出事業

障がい福祉課

実施方法 交付金

①市内及びその近郊に所在する企業等、②長時間働くことが難しい人

実施期間

本市が進めるワークダイバーシティ推進の一環として、障がいがある人、難病の人等の長時間働くことが難しい人が、
週20時間未満でも働ける超短時間雇用の仕組みを活用することで、社会参加と自立につなげることを目的とする。

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

令和3 年度年度～

その他 補助等の種類 実施主体 岐阜市

0

令和３年度決算額（千円）

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和元年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

- -

収入内訳

計（D）=B+C

-

国庫支出金

市債

令和元年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

1,345

-

-

9,291
令和３年度決算額（千円）

9,291

0

-

0
0

-

令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和２年度決算額（千円）

-



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中

働きたい人や企業に対しての、相談や雇用に向けてのサポート、また、雇用後
の職場定着支援等について無料で実施している。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

今後も事業や応援センターについての広報啓発活動を実施し、理念共有を図
り、広めていくことが必要である。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

計画策定時の実態調査にて、自分に合った仕事がない、障がいのない人と同
じように課せられた仕事内容に壁を感じるという声があり、ﾜｰｸﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨの一
環として雇用の機会を増やすため、取り組むことは重要である。

障害者雇用率制度において、対象外である雇用時間であり、国、県の制度に
ない支援のため必要である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

ワークダイバーシティの一環としての取り組みであり、内閣府の地方創生推進
交付金を活用することで、市の負担を縮減することができる。

超短時間雇用モデル以外の仕組みは、現在、他にはなく、制度化されていな
い。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

中

「短時間の作業は負担なくできた、」と働く側の声があった。また、企業側から
は、「普段やりたくてもやれない作業を行ってもらえたためメリットを感じてい
る。」、「人材がどこにいるか、企業ではわからないため、コーディネーターがい
れば助かる。」、「雇用後も相談にのってもらえるとよい。」との声もあった。

目標値 - - 1
実績値 - - 1

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 - - ○（達成）

成果指標名 採用件数 単位 件数
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 - - 4
実績値 - - 4

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 9,290,800

活動指標名 職務定義 単位 件数

受益者負担額（千円） 0
受益者負担率（％） - - 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 採用件数
受益者数 1


